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国の税制改正 により  
平 成 1 9 年 か ら所得税・住民税 が  
大きく変わり ます  

国の税制改正 により  
平 成 1 9 年 か ら 所得税・住民税 が  
大きく 変わります  

　平成１９年から税源移譲により、国の税収が減り、地方の税収が増えることになります。およそ
３兆円の税源が、国から地方へ移譲されます。これにより、住民はより身近で、よりよい行政サー
ビスを受けられるようになります。 

■ 何がどう変わる？ 

グラフ1 
　住民税の税率 

　住民税は増えますが、所得税の税率を変えることで税額を減らして調整をするため「住民税＋所
得税」での負担は変わりません。しかし、定率減税の廃止や６５歳以上の方の経過措置により、税
負担は増加します。 

■ 税負担はどうなる？ 

　定率減税は、所得税については平成１９年分から、住民税については平成１９年６月徴収分から廃
止されます。 

問い合わせ　税務課　　 893‐1118　・　伊野税務署　　 893‐1121

■ 定率減税の廃止 

平成18年度分まで 平成18年度分まで 

グラフ2 
　所得税の税率 
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給与収入
合　計住民税所得税合　計住民税所得税

0円9,0009,00009,0009,0000300万円
0円195,000135,50059,500195,00076,000119,000500万円
0円459,000293,500165,500459,000196,000263,000700万円
0円1,130,000539,500590,5001,130,000442,000688,0001,000万円
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